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第４章 警報及び避難の指示等 

 

第１ 警報の伝達等 

  町は、武力攻撃事態等において、住民の生命、身体及び財産を保護するため、警報の内容の

迅速かつ的確な伝達及び通知を行うことが極めて重要であることから、警報の伝達及び通知等

に必要な事項について、以下のとおり定める。 

 

 

１ 警報の内容の伝達等 

 

⑴ 警報の内容の伝達 

町は、県から警報の内容の通知を受けた場合には、あらかじめ定められた伝達方

法（伝達先、手段、伝達順位）により、速やかに住民及び関係のある国公⚾の団体（消

防団、自治会、社会福祉協議会、農業協同組合、⁺業協同組合、商工会、㟷年会議所、

病院、学校など）に警報の内容を伝達する。 

 

⑵ 警報の内容の通知 

① 町は、町の他の執行機関その他の関係機関（教育委員会、保育園など）に対し、

警報の内容を通知する。 

 

②  町は、警報が発令された旨の報道発表については速やかに行うとともに、町の

ホームページ（http://www.town.niVhihaUa.okinawa.jp/）に警報の内容を掲載す

る。 

※ 町長から関係機関への警報の通知・伝達の仕組みを図示すれば、下記のとおり。 

 

【町長から関係機関への警報の通知・伝達】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※ 町長は、㺬㺎㺯㺫㺽㺎㺚㺼（http://www.town.niVhihaUa.okinawa.jp）に警報の内容を掲載 

 ※ 警報の伝達にあたっては、地域の広報㺭ｲ㺖等を利用するほか拡ኌ器を活用するなどにより行う。 

国の対策本部長による警報の発令 

総務大臣（消防庁） 

町  長 

（町対策本部） 

知事（県対策本部） 

住     民 

町の執行機関 その他の関係機関 

通 知 

通 知 

通 知 

（１）① 
（２）① 

通 知 

 

伝 達 

伝 達 
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２ 警報の内容の伝達方法 

 

⑴ 警報の内容の伝達方法については、当面の間は、現在町が保有する伝達手段に基

づき、原則として以下の要領により行う。 

①  「武力攻撃が迫り、又は現に武力攻撃が発生したと認められる地域」に町が含

まれる場合 

この場合においては、原則として、広報車等により国が定めたサイレンを最大音

量で྿㬆して住民にὀ意ႏ起した後、武力攻撃事態等において警報が発令された事

実等を周知する。 

 

② 「武力攻撃が迫り、又は現に武力攻撃が発生したと認められる地域」に町が含

まれない場合 

ア この場合においては、原則として、サイレンは使用せず、広報車の使用やホ

ームページへの掲載をはじめとする手段により、周知を図る。 

イ なお、町長が特に必要と認める場合には、サイレンを使用して住民に周知を

図る。 

 

また、消防団や、自治会等への協力依頼などによる伝達の方法も活用する。 

 

⑵ 町長は、消防機関と連携し、あるいは各自治会長等の自発的な協力を得ることな

どにより、各世帯等に警報の内容を伝達することができるよう、体制を整備する。 

この場合において、消防本部は保有する車両・装備を有効に活用し、ᕠ回等によ

る伝達を行うとともに、消防団は、平素からの地域との密接なつながりを活かし、

自治会や災害時要援護者等への個別の伝達を行うなど、それࡒれの特性を活かした

効率的な伝達が行なわれるように配意する。 

また、町は、県警察の交番、㥔在所、パト࢝ー等の勤務員による拡ኌ機や標示を

活用した警報の内容の伝達が的確かつ迅速に行われるよう、県警察と緊密な連携を

図る。 

 

⑶ 警報の内容の伝達においては、特に、高齢者、障害者、外国人等に対する伝達に

配慮するものとし、具体的には、災害時要援護者について、総務課及び福祉課との

連携の下で、災害時要援護者に迅速に正しい情報が伝達され、避難などに備えられ

るような体制の整備に努める。 

 

⑷ 警報の解除の伝達については、武力攻撃予測事態及び武力攻撃事態の཮方におい

て、原則として、サイレンは使用しないこととする。（その他は警報の発令の場合

と同様とする。） 
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３ 緊急通報の伝達及び通知 

 

緊急通報の住民や関係機関への伝達・通知方法については、原則として警報の伝達・

通知方法と同様とする。 
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第２ 避難住民の誘導等 

  町は、県の避難の指示に基づいて、避難実施要領を作成し、避難住民の誘導を行うこと

となる。町が住民の生命、身体、財産を守るための責務の中でも非常に重要なプロセスで

あることから、避難の指示の住民等への通知・伝達及び避難住民の誘導について、以下

のとおり定める。 

 

 

１ 避難の指示の通知・伝達 

 

① 町長は、知事が避難の指示を迅速かつ的確に行えるよう、事態の状況を踏まえ、

被災情報や現場における事態に関する情報、避難住民数、避難誘導の能力等の状

況について、収集した情報を迅速に県に提供する。 

 

② 町長は、知事による避難の指示が行われた場合には、警報の内容の伝達に準じ

て、その内容を、住民に対して迅速に伝達する。 

 

【避難の指示の流れ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町長から関係機関への避難の指示の通知・伝達町長から関係機関への避難の指示の通知・伝達町長から関係機関への避難の指示の通知・伝達町長から関係機関への避難の指示の通知・伝達

国の対策本部長による
避難措置の指示の発令

総務大臣（消防庁）

知事（県対策本部）

　　　　　　　　 町　長
　　　　　  （町対策本部）

その他の関係機関

町の執行機関

住　　　　　　　　　　民

伝達

通知

伝達

避難措置の指示

避難の指示

避難実施要領作成

※町長は、避難の指示受領後、速やかに避難実施要領を作成し、上記と同様に通知・伝達を行う。
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２ 避難実施要領の策定  

 

⑴ 避難実施要領の策定 

町長は、避難の指示の通知を受けた場合は、直ちに、あらかじめ策定した避難実

施要領のパターンを参考にしつつ、避難の指示の内容に応じた避難実施要領の案を作

成するとともに、当該案について、各執行機関、消防機関、県、県警察、中城海上保

安署、自衛隊等の関係機関の意見を聴いた上で、迅速に避難実施要領を策定する。 

その際、避難実施要領の通知・伝達が避難の指示の通知後速やかに行えるようそ

の迅速な作成に留意する。 

避難の指示の内容が修正された場合又は事態の状況が変化した場合には、直ちに、

避難実施要領の内容を修正する。 

 

  【避難実施要領に定める事項】                                   

 ・避難の経路、避難の手段その他避難の方法に関する事項  

 ・避難住民の誘導の実施方法、避難住民の誘導に係る関係職員の配置その他避難住民

の誘導に関する事項 

 

 ・その他避難の実施に関し必要な事項  

 

⑵ 避難実施要領の項目 

 ① 要避難地域及び避難住民の誘導の実施単位 

② 避難先 

③ 一時集合場所及び集合方法 

④ 集合時間 

⑤ 集合に当たっての留意事項 

⑥ 避難の手段及び避難の経路 

⑦ 町職員、消防職団員の配置等 

⑧ 高齢者、障害者その他特に配慮を要する者への対応 

⑨ 要避難地域におけるṧ留者の確認 

⑩ 避難誘導中の食料等の支援 

⑪ 避難住民の携行品、服装 

⑫ 問題が発生した際の緊急連絡先等 

 

⑶ 避難実施要領の策定の際における考慮事項 

  避難実施要領の策定に際しては、以下の点に考慮する。 

① 避難の指示の内容の確認 

  （地域ẖの避難の時期、優先度、避難の形態） 

② 事態の状況の把握（警報の内容や被災情報の分析） 

（特に、避難の指示以前に自主的な避難が行われる状況も຺案） 

③ 避難住民の概数把握 

④ 誘導の手段の把握（屋内避難、徒Ṍによる移動避難、長㊥㞳避難（運送事業者
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である指定地方公共機関等による運送）） 

⑤ 輸送手段の確保の調整（※ 輸送手段が必要な場合） 

  （県との役割分担、運送事業者との連絡網、一時避難場所の選定） 

⑥ 要援護者の避難方法の決定（災害時要援護者支援班の設置） 

⑦ 避難経路や交通規制の調整（具体的な避難経路、県警察との避難経路の選定・

自家用車等の使用に係る調整、道路の状況に係る道路管理者との調整） 

⑧ 職員の配置（各地域への職員の割り当て、現地派遣職員の選定） 

⑨ 関係機関との調整（現地調整所の設置、連絡手段の確保） 

⑩ 自衛隊及び⡿㌷の行動と避難経路や避難手段の調整（県対策本部との調整、国

の対策本部長による利用指針を踏まえた対応） 

 

  ※【国の対策本部長による利用指針の調整】 

自衛隊や⡿㌷の行動と国民保護措置の実施について、道路、港湾施設、飛行場

施設等における利用のニーࢬが➇合する場合には、町長は、国の対策本部長によ

る「利用指針」の策定に係る調整が開始されるように、県を通じて、国の対策本

部に᪩急に現場の状況等を連絡する。 

この場合において、町長は、県を通じた国の対策本部長による意見聴取（武力

攻撃事態等における特定公共施設等の利用に関する法律第６条第３項等）及び国

の対策本部長からの情報提供の求め（同法第６条第４項等）に適切に対応できる

よう、避難の現状、施設の利用の必要性や緊急性等について、町の意見や関連す

る情報をまとめる。 

 

    ⑷ 避難実施要領の内容の伝達等 

町長は、避難実施要領を策定後、直ちに、その内容を、住民及び関係のある公⚾の

団体に伝達する。その際、住民に対しては、迅速な対応が取れるよう、各地域の住民

に関係する情報を的確に伝達するように努める。 

また、町長は、直ちに、その内容を町の他の執行機関、東部消防組合消防長、東部

消防団西原分団長、浦添警察署長、中城海上保安署長及び自衛隊沖縄地方協力本部長

並びにその他の関係機関に通知する。 

さらに、町長は、報道関係者に対して、避難実施要領の内容を提供する。 
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３ 避難住民の誘導   

  ⑴ 町長による避難住民の誘導 

町長は、避難実施要領で定めるところにより、町の職員を指᥹し、消防長及び消防

西原分団長と連携し、避難住民を誘導する。その際、避難実施要領の内容に沿って、

自治会、町内会、学校、事業所等を単位として誘導を行う。ただし、緊急の場合には、

この限りではない。 

また、町長は、避難実施要領に沿って、避難経路の要所要所に職員を配置して、各

種の連絡調整に当たらせるとともに、行政機関の車両や案内ᯈを配置して、誘導の円

滑化を図る。また、職員には、住民に対する避難誘導活動への理解や協力を得られる

よう、Ẏ然とした態度での活動を徹底させ、防災服、⭎章、᪝、特殊標章等を携行さ

せる（特に、都市部等の人的関係が希ⷧな地域や昼間人口が多い地域では、重要であ

る。）。 

 

なお、夜間では、ᬯ㜌の中におけるど⏺のప下により人々の不安も一層高まる傾向

にあることから、避難誘導員が、避難経路の要所要所において、夜間照明（ᢞ光器具、

車のヘッドライト等）を配備するなど住民の不安軽減のため必要な措置を講ずる。 

 

通 知 

通 知 

通 知 

通 知 

伝 達 

伝 達 

提 供 

通 知 

町長から関係機関への避難実施要領の通知・伝達 

国の対策本部長による避難措置の指示の発令 

総務大臣（消防庁） 

知事（県対策本部） 

町長による 

避難実施要領の作成 その他の関係機関 

住       民 

町の執行機関 

報道機関 

浦添警察署長 中城海上保安署長 

東部消防組合 通 知 

避難措置の指示 

避難の指示 
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⑵ 消防機関の活動 

町の消防事務は、与那原町、南城市（旧佐ᩜ町）及び南風原町と共同処理（東部

消防組合）しているため、東部消防本部は、当該一部事務組合の構成市町（以下「構

成市町」という。）の避難実施要領で定めるところにより、避難住民の誘導を行うこ

ととなる。この場合、町長は、東部消防組合の管理者に対し、東部消防組合消防本部

の消防長に対して必要な措置を講ずべきことを指示するよう求めるなど必要な連携

を図る。このため平素から構成市町の国民保護計画や避難実施要領のパターンの作成

等に当たっては、東部消防組合本部の管理者等と充分な調整を行う。 

 

⑶ 避難難誘導を行う関係機関との連携 

町長は、避難実施要領の内容を踏まえ、町の職員及び消防機関のみでは十分な対応

が困難であると認めるときは、浦添警察署長、中城海上保安署長又は国民保護措置の

実施を命ࡐられた自衛隊の部隊等の長に対して、警察官、海上保安官又は自衛官（以

下、「警察官等」という。）による避難住民の誘導を要請する。 

また、警察官等が避難住民の誘導を行う場合に警察署長等から協議を受けた際は、

町長は、その時点における事態の状況や避難誘導の状況に照らして、交通規制等関係

機関による必要な措置が円滑に行われるよう所要の調整を行う。 

これらの誘導における現場での調整を円滑に行い、事態の変化に迅速に対応できる

よう、町長は、事態の規模・状況に応じて現地調整所を設け、関係機関との情報共有

や活動調整を行う。 

 

⑷ 自治会長等に対する協力の要請 

町長は、避難住民の誘導に当たっては、自治会長等の地域においてリーダーとなる

住民に対して、避難住民の誘導に必要な援助について、協力を要請する。 

 

⑸ 誘導時における食品の給与等の実施や情報の提供 

町長は、避難住民の誘導に際しては、県と連携して、食品の給与、飲料水の供給、

医療の提供その他の便宜を図る。 

町長は、避難住民の心理を຺案し、避難住民に対して、必要な情報を適時適切に提

供する。その際、避難住民の不安の軽減のために、可能な限り、事態の状況等ととも

に、行政ഃの対応についての情報を提供する。 

 

⑹ 高齢者、障害者等への配慮 

町長は、高齢者、障害者等の避難を万全に行うため、災害時要援護者支援班を設置

し、社会福祉協議会、民生委員、௓護保険制度関係者、障害者団体等と協力して、災

害時要援護者への連絡、運送手段の確保を的確に行うものとする。その際、民生委員

と社会福祉協議会との十分な協議の上、その役割を考える必要がある。 

（ゲリラ・特殊部隊による攻撃等に際しては、被害が局地的、限定的なものにとど
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まることも多いことから、時間的余裕がなく、移動により攻撃にᕳき㎸まれる可能性

が高い場合は、屋内への避難を現実的な避難方法として検討せࡊるを得ない場合もあ

り得る。）    

 

 

⑺ ṧ留者等への対応 

避難の指示に従わずに要避難地域にとどまる者に対しては、事態の状況等に関する

情報に基づき୎ᑀな説明を行い、ṧ留者の説得に努めるとともに、避難に伴う混雑等

により危険な事態が発生する場合には、必要な警告や指示を行う。 

 

 

⑻ 避難所等における安全確保等 

町は、県警察が行う被災地、避難所等における物⨥の予防のための活動に必要な

協力を行うとともに、県警察と協力し、住民等からの相談に対応するなど、住民等の

不安の軽減に努める。 

 

 

֍ 動物の保護等に関する配慮 

町は、「動物の保護等に関して地方公共団体が配慮すべき事項についての基本的

考え方について（平成１７年８月３１日付け環境省自然環境局総務課動物ឡ護管理室

及び農林水産省生産局␆産部␆産企画課通知）」を踏まえ、以下の事項等について、

所要の措置を講ずるよう努める。 

  ・危険動物等の逸走対策 

  ・要避難地域等において㣫養又は保管されていた家ᗞ動物等の保護等 

 

֎  通行禁止措置の周知 

道路管理者たる町は、道路の通行禁止等の措置を行ったときは、県警察と協力して、

直ちに、住民等に周知徹底を図るよう努める。 

 

 

֏ 県に対する要請等 

町長は、避難住民の誘導に際して食料、飲料水、医療等が不㊊する場合には、知事

に対して、必要な支援の要請を行う。 

その際、特に、県による救護班等の応急医療体制との連携にὀ意する。 

また、避難住民の誘導に係る資源配分について他の市町村と➇合するなど広域的な

調整が必要な場合は、知事に対して、所要の調整を行うよう要請する。 

町長は、知事から、避難住民の誘導に関して、᫝正の指示があったときは、その指

示の内容を踏まえて、適切な措置を講ずる。 

 

 避難住民の運送の求め等 ֐
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町長は、避難住民の運送が必要な場合において、県との調整により、運送事業者で

ある指定公共機関又は指定地方公共機関に対して、避難住民の運送を求める。 

町長は、運送事業者である指定公共機関又は指定地方公共機関が正当な理由なく運

送の求めに応じないと認めるときは、指定公共機関にあっては、都道府県を通じて国

の対策本部長に対し、指定地方公共機関にあっては、県対策本部長に、その旨を通知

する。 

  

֑ 避難住民の復ᖐのための措置 

町長は、避難の指示が解除された時は、避難住民の復ᖐに関する要領を作成し、避

難住民を復ᖐさせるため必要な措置を講じる。 
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弾道ミサイル攻撃の場合 
 

① 弾道ミサイル攻撃においては、実際に弾道ミサイルが発射されたとの警報が発令

されたときは、住民は屋内に避難することが基本である。 

   （実際に弾道ミサイルが発射されたとの警報が発令されたときは、できるだけ近

ഐのコンクリート造り等のሀろうな施設や建築物の地階等の地下施設に避難する

こととなる。） 

 

② 以下の措置の流れを前提として、避難実施要領の内容は、あらかじめ出される避

難措置の指示及び避難の指示に基づき、弾道ミサイルが発射された段階で迅速に

個々人が対応できるよう、その取るべき行動を周知することが主な内容となる。 

   （弾道ミサイル攻撃の場合の措置の流れ） 

 

    ア 対策本部長は、弾道ミサイルの発射がᕪし迫っているとの警報を発令、避難措

置を指示 

                                                                                 

   対 策 本 部 長        警報の発令、避難措置の指示  

      （その他、記者会見等による国民への情報提供） 

   知  事       避難の指示  

  

   町    長 避難実施要領の策定  

    

    イ 実際に弾道ミサイルが発射されたときは、対策本部長がその都度警報を発令 

 

※ 弾道ミサイル攻撃については、発射の兆候を事前に察知した場合でも、発射さ

れた段階で攻撃目標を特定することは極めて困難である。 

このため、弾道ミサイルの主体（国又は国に準じる者）の意図等により攻撃目

標は変化するとともに、その保有する弾道ミサイルの精度により、実際の着弾地

点は変わってくる。このため、すべての町に着弾の可能性があり得るものとして、

対応を考える必要がある。 

また、急く的に航空攻撃が行われる場合についても、弾道ミサイルの場合と同様の

対応をとるものとする。  
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ゲリラ・特殊部隊による攻撃の場合 
 

① ゲリラ・特殊部隊による攻撃においても、対策本部長の避難措置の指示及び知事

による避難の指示を踏まえて、避難実施要領を策定し、迅速に避難住民の誘導を実

施することが基本である。 

なお、急く的な攻撃に際しては、避難措置の指示を待たずに、退避の指示、警戒

区域の設定等を行う必要が生じるが、その際にも、事後的に避難措置の指示が出さ

れることが基本である。 

 

② その際、ゲリラ・特殊部隊による攻撃からの避難は、多くの場合は、攻撃の᤼除

活動と並行して行われることが多いことから、警報の内容等とともに、現場におけ

る自衛隊、中城海上保安署及び県警察からの情報や助ゝ等を踏まえて、最終的には、

住民を要避難地域の外に避難させることとなる。その際、武力攻撃がまさに行われ

ており、住民に危害が及ぶおそれがある地域については、攻撃当初は一時的に屋内

に避難させ、移動の安全が確保された後、適当な避難先に移動させることが必要と

なる。 

   

③ 以上から、避難実施要領の策定に当たっては、各執行機関、消防機関、県、県警

察、中城海上保安署、自衛隊等の関係機関の意見を聴き、それらの機関からの情報

や助ゝを踏まえて、避難の方法を策定することが必要であり、また、事態の変化等

に機ᩄに対応するため、現場における関係機関の情報を共有し、関係機関からの助

ゝに基づく的確な措置を実施できるよう、現地調整所を設けて活動調整に当たるこ

ととする。 

○ 避難にẚ㍑的時間に余裕がある場合の対応 

   「一時避難場所までの移動」～「一時避難場所からのバス等の運送手段を用いた 

移動」、といった手順が一般には考えられる。 

○ 昼間の都市部において✺発的に事案が発生した場合の対応 

    当初の段階では、個々人がその判断により危険回避のための行動を取るととも 

に、県警察、消防機関、中城海上保安署、自衛隊等からの情報や助ゝに基づき、各

地域における屋内避難や移動による避難を決定することとなる。 

特にこの場合、初動時には、住民や滞在者の自主的な避難に頼らࡊるを得ないこ

とから、平素から、住民が緊急時にいかに対応すべきかについて問題意識をᣢって

もらうことが必要である。 

 

※ ゲリラ・特殊部隊による攻撃については、相手の攻撃の意図や目的により、攻撃

の態様も様々であるが、少人数のグループにより行われるため、使用可能な武器も

限定され、被害の範囲も一般には犊い範囲に限定される。 

  特に、最小限の攻撃で最大の心理的又は物理的効果を生じさせることが考えられ
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ることから、危険物質等の取扱所などは、攻撃を受ける可能性が一般に高く、ὀ意

が必要である。 

 

着上陸侵攻の場合 
 

大規模な着上陸侵攻やその前提となる反復した航空攻撃等の本格的な侵␎事態に伴

う避難については、事前の準備が可能である一方、国民保護措置を実施すべき地域が広

範囲となり、県の区域を越える避難に伴う我が国全体としての調整等が必要となり、国

の総合的な方針を待って対応することが必要となる。 

   このため、県計画における整理と同様、着上陸侵攻に伴う避難は、事態発生時におけ

る国の総合的な方針に基づき避難を行うことを基本として、平素からかかる避難を想定

した具体的な対応については、定めることはしない。 

 

 




